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〈確定申告書Ｂ 記入例〉

税理士　税理士　山本　匡人　山本　匡人　

2024年分 所得税の主な改正事項2024年分 所得税の主な改正事項

１．定額減税１．定額減税
　2024年で最も大きい変更点は、定額減税です。

　2024年分の所得税・個人住民税について、納税者及び配偶者を含めた扶養親族

１人につき、所得税３万円・個人住民税１万円を控除する。ただし、納税者の合

計所得金額が1,805万円以下である場合に限ります。

　確定申告において定額減税を適用する場合には、確定申告書第一表「令和６年
分特別税額控除」欄に「人数」と「金額」を、また第二表「配偶者や親族に関す
る事項」の「その他」欄に「２」を記入します。

２．住宅ローン控除の適用限度額２．住宅ローン控除の適用限度額
　いわゆる「住宅ローン控除」の適用について、2024年居住分では前年と比べて

借入限度額が引き下げられています（最高4,500万円）。

　ただ、子育て世帯等に配慮して、「特例対象個人」に該当した場合、従前の借

入限度額（最高5,000万円）とされています。具体的には借入限度額を、認定住

宅は5,000万円、ＺＥＨ水準省エネ住宅は4,500万円、省エネ基準適合住宅は4,000

万円へと上乗せする。また、床面積要件を40㎡に緩和しています。

　またリフォームにかかった費用にも所得税を控除する制度があります。

　「特例対象個人」とは、

　①年齢19歳未満の扶養親族を有する者

　②年齢40歳未満で配偶者を有する者

　③年齢40歳以上であり、年齢40歳未満の配偶者を有する者のいずれかにあては

まる方です。

　この特例対象個人に該当し一定の場合には、確定申告書第二表「配偶者や親族

に関する事項」に一定の事項の記入が必要になります。

３．紙申告書等への受付印押なつ廃止３．紙申告書等への受付印押なつ廃止
　紙の確定申告書を持参または郵送する場合に、控えを添えておけば、収受日付

印を押なつして返してもらえましたが、令和７年１月より、税務行政のＤＸ化の

方針で、収受日付印の押なつがされなくなります。

　収受日付印の押なつの廃止については税理士会はじめ多くの反対があり、適用

開始時期が当初より１年延長されましたが、今年１月以降税務署に提出する紙の

申告書や届出書について適用されます。

　当面は希望者にのみ、日付や税務署名（業務センター名）が記載されたリーフ

レットが渡されますが、金融機関、住宅・自動車ローンの審査、奨学金の申請等

の際に、今までと同じように押印に変わり信頼性の担保として代用できるか不安

視されています。

　またＤＸに対応できない国民がいる現状を無視したものであり、社会的なデジ

タル格差を広げる懸念があります。

４．確定申告の期間について４．確定申告の期間について
　今年の確定申告期間が変更になります。例年、申告期間は２月16日～３月15日

となっていますが、2025年２月16日は日曜日で、３月15日は土曜日となりますの

で、2024年分の申告期間は、2025年２月17日（月）～３月17日（月）の間となり

ます。

詳細な記載方法は、本紙２月５日号に同封の『月刊保団連 臨時増刊号 保険医の経営と税務 2025年版』巻末付録を参照ください。

措置法26条を適用する場合必ず記入 「番号」を「８」とし、保険診療分所得を記入

「※」の「個人番号」欄は記載しなくても受理される


